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　今年6月24日に閣議決定された「経済財
政運営と改革の基本方針2014」では、数年
で法人実効税率を20%台まで引き下げるこ
とを目指し、この引下げは来年度から開始す
る旨が明記される一方で、税率引下げの代替
財源を確保するための課税ベースの拡大は年
末に向けて議論を進め具体案を得ると明記さ
れていた（下囲参照）。この課税ベースの拡
大をめぐる自民党税制調査会での議論が既に
始まっている。
　10月29日に開催された自民党税制調査会
の勉強会で財務省は、法人税改革の方向性を
示した資料を提示。資料によると、法人実効
税率の引下げは、平成27年度税制改正を皮

切りに順次引下げが実施される一方で、課税
ベースの拡大は大きく2段階に分けて実施さ
れる（図参照）。
　具体的にみると、まず、平成27年度税制
改正において、「繰越欠損金の控除制限の引
下げ」、「受取配当金の益金算入の拡大」、「外
形標準課税の拡充」が実施される。
　一方で、アベノミクス税制として措置され
た設備投資促進税制である「生産等設備投資
促進税制（適用期限：27年度末）」と「生産
性向上設備投資促進税制（適用期限：29年
度末）」、「所得拡大促進税制（適用期限：30
年度末）」は、適用期限が到来した時点で廃
止される見込みだ。

　法人税実効税率引下げに伴う課税ベース拡大の方向性が見えてきた。10月29日に開催さ
れた自民党税制調査会の勉強会で財務省は、法人税改革の方向性を示した資料を提示。資料
によると、課税ベース拡大として、「欠損金繰越控除の控除制限引下げ」、「受取配当金の益
金算入の拡大」、「外形標準課税の拡充」は平成27年税制改正で実施される。一方で、「生産
性向上設備投資促進税制」や「所得拡大促進税制」は、平成29年度税制改正以降において
迎える期限到来で廃止される見込みだ。スコープでは、自民党税制調査会の勉強会で提示さ
れた資料に基づき、財務省が想定する法人税の課税ベース拡大の方向性を解説する。

繰越欠損金、受取配当、外形標準課税は27年度税制改正で実施

……数年で法人実効税率を20％台まで引き下げることを目指す。この引下げは、来年度から開始する。
　財源については、アベノミクスの効果により日本経済がデフレを脱却し構造的に改善しつつあることを
含めて、2020年度の基礎的財政収支黒字化目標との整合性を確保するよう、課税ベースの拡大等による
恒久財源の確保をすることとし、年末に向けて議論を進め、具体案を得る。

（経済財政運営と改革の基本方針2014（平成26年6月24日閣議決定）から一部抜粋）

財務省、自民税調で法人税改革の方向性を示す

法人税の課税ベース拡大、
27年度以降の改正予定は？
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定額法一本化は平成29年度改正で実施へ
　今年6月の政府税制調査会の提言で示され
た減価償却制度の定額法一本化は、平成29
年度税制改正において実施される見込みだ。
そのほか、「地方税の損金算入の見直し」、

「中小法人課税の見直し」、「公益法人課税の
見直し」については、対象となる法人への影
響などを検証することなどを理由に、平成

28年度税制改正以降において実施が検討さ
れる。
　財務省の説明に対し勉強会の出席議員から
は、繰越欠損金の控除制限の引下げや外形標
準課税の拡充など課税ベース拡大に賛成する
意見が相次いだ。ただ、中小企業に対する配
慮を求める声が複数の出席議員から出された。

＊ＲＯＥ向上・配当充実を促す税制についても検討

 ＊原則、期限到来時に廃止

中小法人課税 （＊中小法人への影響を検証しつつ、検討）
《うち、租税特別措置》

 （15％軽減税率：期限） （投資促進税制：期限）　
  （研究開発税制の特例（期限なし））

公益法人等課税 （＊公益法人等の実態等を見ながら、検討）

地方税損金算入 （＊税目の性格や事業者への影響を勘案しつつ、検討）　　　　他税目における対応

住民税均等割 《地方税》 （＊企業規模を見る新指標の作成等を含めて検討）

Ｂ社はＡ社を
株式交換により
完全子会社化

【図7】 営業権に関する議論は不毛？
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【図2】課税当局が主張した算定方法（裁判所支持）

譲渡損失

（出典：金融庁公表資料に基づき作成）

③自己株式（34万株）

2012年にIFRSを強制適用するか否かを判断

※　内閣総理大臣の権限は金融庁長官に委任されている（金商法194条の7）。
※　内閣総理大臣の権限は金融庁長官に委任されている（金商法194条の7）
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⑤R社から納税者への配当
と判断。納税者が無申告
であったため、更正処分。

③不動産の譲渡による譲渡
益課税として、約29万
ユーロを申告納付。

（出典：政府税制調査会）
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　・更正の請求期間は、平成23年分から6年に延長される。（太線）
　・増額更正ができる期間は、現行どおり（6年）。（網掛）

（1）相続税
　・更正の請求期間は、平成23年12月2日以後に法定申告期限が到来するものから5年に延長される。（太線）
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①フランス国内の
不動産等を譲渡

②売却代金
　（約120万ユーロ）

※　R社は、パナマ国の法律に基づき設立された法人であり、納税者が唯一の株主である。R社の代表者には、納税者の長女が就任している。
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【図1】納税者が主張した算定方法
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たさず、A社の課
税対象留保金額相
当額を雑所得に算
入する更正処分。

・精密部品等を受注発注形態で
約10社に販売（売上合計は
1億円程度）

・他社が賃借するビルのうち、
机1台分のスペースなどを賃
借して使用

・営業担当者は他社からの派遣
・株主総会はシンガポールで開
催。株主である現地在住役員
のみが参加（納税者は不参加）
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税理士法人は課税リスクを予見
すべきであった。業務委託契約上の説明義
務違反などを認定。1,000万円の賠償命令。

相続税が取得費に加算される
特例（措法39①）を適用せず。
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貸付金の振替は貸付金の免除
に該当。債務免除は、医療法人
から理事長への「賞与」と認定。
源泉所得税の賦課決定処分等。

特定医療法人の承認を受けること
を目的とした業務委託契約を締結。

医療法人が理事長に対して有する
貸付金を出資差額（営業権）に振り
替える会計処理を提案、実施。

課税リスクの説明がなかった点などに債務不履
行あり。税理士法人を相手に税賠訴訟を提起。

（出典：文部科学省）

【図】法人税改革の具体化について（イメージ）
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【提出書類】
　・領収書等　

＊＊　領　収　書　＊＊

⑤○△□スポーツクラブ
　　⑥住所：○○○市△△△区□□□町 1－2－3

①2013/6/15

④　モンブ　ハナコ　　　　様
③スイミング初級コース (25 年 6月分） 1

5,250

合計　　②5,250
（ 内 税額　 　250）

大切に保管してください。

⑤支払先の氏名（名称）
⑥支払先の住所（所在地）
支払先の氏名または名
称、住所または所在地
の記載があるか。
住所の記載漏れがあった
場合には、支払先又は受
贈者が補記し、署名又は
押印する。または支払先
住所（所在地）が記載さ
れた資料を添付すること
も可。
※学校等以外の場合、住所
（所在地）は必須。

①支払日付
何年分か判断するた
め、記入必須

②金額

④支払者（宛名）
原則受贈者名
ただし、保護者等の名
義での発行は可
名字の記載だけでも
可（注:兄弟の教育費
をまとめて記載してい
る等、一人あたりの教
育費の金額が不明確
な場合は、誰の分の教
育費か分かるよう、受
贈者のフルネームで
の記載が必要です）

③摘要（支払内容）
「○月分△△料として」等、対象年月・支払内容の確認が出来ること。
記載漏れがあった場合には、支払先が補記し、押印する。または支払
内容が記載された資料を添付することも可。

法人実効税率引下げ

課税ベース拡大等

欠損金繰越控除 控除制限の引下げ

受取配当等益金不算入 益金算入の拡大

国際課税 （外国子会社配当） 二重非課税の排除

法人事業税 《地方税》 外形標準課税の拡充 　　　　　　　　　　　　　　　　さらなる外形標準化？

研究開発税制 《租特》 
（控除上限上乗せ：期限） 重点化・総額型 （期限なし）　　

・増加型・高水準型　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
（期限）

設備投資促進税制 《租特》

・生産等設備  
（期限）

・生産性向上設備   期限通り廃止

減価償却   定額法に一本化

所得拡大促進税制 《租特》　    期限通り廃止

租税特別措置 ＊原則、期限到来時に廃止

中小法人課税 （＊中小法人への影響を検証しつつ、検討）
《うち、租税特別措置》

 （15％軽減税率：期限） （投資促進税制：期限）　
  （研究開発税制の特例（期限なし））

公益法人等課税 （＊公益法人等の実態等を見ながら、検討）

地方税損金算入 （＊税目の性格や事業者への影響を勘案しつつ、検討）　　　　他税目における対応

住民税均等割 《地方税》 （＊企業規模を見る新指標の作成等を含めて検討）
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